
表－１ 調査対象のポーラスコンクリート 
調査 
No. 

供試体 
記号 

用途 施工年.月 調査期間
凍害 

危険度 6)

設計空隙率

(%) 
W/C
(%)

単位量 (kg/m3)** 

W C S G6 G7 T SP
1 I7 道路舗装 2007.1 ～2009.6 4 

20 24 
80 340 172 - 1431 - 3.4

2 R6 河川護岸 2001.10 ～2005.5 4 99 413 - 1550 - 8.1 3.1
3 P7 道路舗装 1996～1998 2008.6* 4 83 352 88 - 1550 - 3.4

*この年度のみ調査を実施 **W：水，C：セメント，S：砂，G6 と G7：砕石，T と SP：混和剤 
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要旨：寒冷地で 3 年から 10 年程度供用された 3 種類のポーラスコンクリート(以下：POC)を対象に基礎的性

質と耐凍害性に関する調査を実施した。数年間の供用では，POC の劣化形態は主にスケーリング劣化であり，

超音波伝播速度や強度に顕著な低下は認められず，すべり抵抗性や浸透水量を確保できることも確認された。

また，供用された POC では，再現 POC に比べて凍結融解作用による吸水量が増加すること，供用年数が長

いほどスケーリング抵抗性が低下することが明らかになった。このため，供用期間中の耐凍害性の低下を考

慮した POC の耐凍害性評価手法の検討が必要であることを示した。 
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1. はじめに 

ポーラスコンクリート(以下：POC)は全体積の 10%か

ら30%を占める粗大空隙構造を保有するコンクリートで

ある。土木・建築・環境工学などの幅広い分野において，

この空隙構造を生かした環境負荷低減型材料としての

利用法が期待されている。 

その多孔質な構造から，POC は寒冷地において厳しい

凍害を受けることが危惧されている。粗大空隙が常時飽

水され，凍結時に排水性が失われる JIS A 1148 A 法のよ

うな凍結融解試験では，少ない凍結融解サイクル数で

POC は崩壊に至る 1)ものの，それ以外の条件では AE コ

ンクリートと同程度の耐凍害性を保有することが報告

されている 2)。しかしながら，POC の耐凍害性を評価す

るための試験方法および評価基準に関する規格は存在

しないのが現状である。寒冷地に施工された POC におけ

る凍害劣化や基礎的性質の変化に関する調査例 3),4)は少

なく，寒冷地での POC の適切な利用のためには長期的な

耐凍害性の検証が求められる。 

また，POC では粗大空隙による強度低下を補うために，

水セメント比は小さく設計される。水セメント比が 40%

以下のコンクリートでは乾湿繰返しや屋外暴露後に耐

凍害性が低下する場合があることが報告されており 5)，

POC は低水セメント比のコンクリートの一種であるこ

とから，供用された POC でも同様に耐凍害性が低下する

のかを確認する必要がある。 

本研究では，寒冷地で供用された POC の基礎的性質や

耐凍害性の変化を確認することを目的として，寒冷地に

施工された 3 種類の POC を対象にした現場試験，物性試

験および凍結融解試験を実施した。 

 

2. 調査概要 

2.1 施工環境および配合と使用材料 

寒冷地において道路舗装と河川護岸に使用されてい

る 3 種類の POC を調査対象とした(表－１)。これらの

POC はいずれも凍害危険度 6)が「4」とされる地域に施

工されており，厳しい凍害を受けることが予想される。 

1 つめの調査対象は，北海道 A 市に歩道として施工さ

れた透水性舗装用 POC 製インターロッキングブロック

である。粗大空隙が常時飽水されている環境ではないも

のの，夏期にはブロック内の温度が最大で 50ºC まで上昇

することが確認され，厳しい乾湿繰返し作用を受けてい

るものと考えられる。施工から 3 冬経過した時点で回収

した POC ブロックを供試体(I7)とした。 

2 つめの調査対象は，北海道 N 川に植生・生態系の保

護を目的として施工された河川護岸用 POC ブロックで

ある。この POC ブロックは，雨期には水位が上昇してブ

ロックを越流するなど，常に水分の供給がある環境に施

工されている。施工から 4 冬経過した時点でコアボーリ

ングによって採取した試料を供試体(R6)とした。 

3 つめの調査対象は，1 つめの調査対象と同市内に歩
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道として施工された POC 平板である。この POC 平板は

国道に面して施工されているため，冬期には融氷剤が散

布されていた可能性があり，より厳しい凍結融解作用を

受けてきたと考えられる。この POC 平板をコンクリー

トカッターで切り出したものを供試体(P7)とした。 

また，供用された POC と比較するために，調査対象

とした POC と同配合の再現 POC を作製した。これらは

設計空隙率を 20%，水セメント比を 24%とした。使用材

料には，水(W)，セメント(C)には普通ポルトランドセメ

ント(密度：3.16g/cm3)を用いて，砂(S)，砕石(G6 または

G7)，混和剤(T および SP)は表－２に示すように調査対

象の POC に即したものを用いた。 

2.2 試験方法 

各調査において実施した試験を表－３に，各試験に用

いた供試体の寸法を表－４にまとめた。各調査に共通し

た試験概要を以下に示す。 

（１）現場試験 

まず，施工箇所における劣化状態を目視によって確認

した。I7 と R6 では施工直後から継続して超音波伝播速

度の測定による非破壊試験を実施した。また，I7 では浸

透水量とすべり抵抗値も測定した。浸透水量は

JIPEA-TM-11“インターロッキングブロック舗装の浸透

水量の試験方法”に従い，すべり抵抗値は JIPEA-TM-6

“インターロッキングブロックのすべり抵抗試験－ポ

ータブルスキッドレジスタンステスターによる－”に従

って測定した。 

（２）物性試験 

全空隙率は，ポーラスコンクリートの空隙率試験方法

（案）の容積法によって測定した。強度試験は供試体の

形状に合わせて R6 では圧縮強度試験を，I7 および P7

では曲げ強度試験を行った。圧縮強度は硫黄キャッピン

グによって端面処理をした後に JIS A 1108“コンクリー

トの圧縮強度試験方法”に，曲げ強度試験は JIS A 5371

“プレキャスト無筋コンクリート製品”のインターロッ

キングブロックの試験方法に準拠して実施した。 

（３）凍結融解試験方法 

凍結融解試験には RILEM CIF/CDF 法 7)を用いた。試

験前の養生条件は，再現 POC では，脱型後 7 日間の水

中養生(+20ºC)の後，恒温室において 21 日間の気中養生

(+20ºC)とし，供用された POC では，超音波洗浄後に恒

温室において質量が一定になるまで気中養生とした。前

吸水行程および凍結融解行程における吸水は試験面で

ある供試体下面からの一面吸水とした。側面からの吸水

を防ぐために供試体側面にブチルゴムとアルミテープ

で防水処理を行った。養生後に+20ºC で 7 日間の前吸水

行程を経て，凍結融解行程を実施した。凍結融解の条件

は，最高温度 (+20±0.5ºC) から 4 時間で最低温度

(-20±0.5ºC)まで冷却して 3 時間保持し，4 時間で最高温

度まで加熱して 1 時間保持させ，1 日 2 サイクルとし，

凍結融解 56 サイクルまで測定した。試験液には CIF 法

では蒸留水，CDF 法では 3%の塩化ナトリウム水溶液を

用いた。測定項目は相対動弾性係数，スケーリング量，

吸水量とした。  

表－２ 使用材料 
供試体

種類 
記号 材料 備考 

I7 

S 川砂 
密度 ：2.65 g/cm3 

吸水率：2.00 % 

G7 
単粒度砕石

7 号 

粒径 ：2.5-5 mm 
密度 ：2.65 g/cm3 

吸水率：2.00 % 

SP 
高性能 

AE 減水剤 

ポリカルボン酸エーテル

系化合物と分子間架橋ポ

リマーの複合体 

R6 

G6 
単粒度砕石

6 号 
粒径 ：5-13 mm 
密度 ：2.78 g/cm3 

T 増粘剤 
ポリアクリルアミド系混

和剤 

SP 
高性能 

AE 減水剤 
ポリカルボン酸系 
化合物 

P7 

S 川砂 
密度 ：2.69 g/cm3 
吸水率：1.83 % 

G7 
単粒度砕石

7 号 

粒径 ：2.5-5 mm 
密度 ：2.72 g/cm3 
吸水率：1.02 % 

SP AE 減水剤 
ポリオキシエチレン アル

キルフェノール エーテル

硫酸エステル 
 

表－３ 実施した試験と供試体種類 

供
試
体
種
類 

数年間供用された POC 
再現 POC 

現場試験 室内試験 

外
観
観
察 

非
破
壊
試
験 

浸
透
水
量
試
験 

す
べ
り
抵
抗
試
験 

空
隙
試
験 

強
度
試
験* 

凍
結
融
解
試
験** 

空
隙
試
験 

強
度
試
験* 

凍
結
融
解
試
験** 

I7 ● ● ● ● ● △ ○ ● △ ◎

R6 ● ● - - ● □ ◎ ● □ ◎

P7 ● - - - ● △ ◎ ● △ ◎

* 圧縮強度試験：□，曲げ強度試験：△ 
** CIF 法のみ実施：○，CIF 法と CDF 法を実施：◎ 

 
表－４ 実施した試験と供試体種類 

供試体 
種類 

物性試験 
(mm) 

凍結融解試験 

試験面 
(mm) 

高さ 
(mm)

I7，I7-R* 100×200×60 100×200 60 
R6 φ100×200 φ100 75 

R6-R* φ100×200 150×150 75 
P7，P7-R* 100×200×60 100×200 60 

* 供試体記号の末尾に-R が付記されているものは再現 POC 
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3. 調査結果と考察 

3.1 外観による劣化状態の評価 

寒冷地で数年間供用された POC の劣化状態を図－１

に示す。歩道として施工後 3 冬経過した I7 では，目視下

での劣化は認められなかった。河川護岸であるR6では，

水に接している部分に軽微なスケーリング劣化が認め

られたものの，粗骨材の剥落やひび割れなどの構造的な

損傷は認められなかった。施工後 10 年以上経過した P7

では，激しいスケーリング劣化が認められ，巨視的なひ

び割れが発生している個所も確認された。 

3.2 実環境での供用が基礎的性質に及ぼす影響 

（１）超音波伝播速度比および空隙率と強度の変化 

外観に顕著な劣化が認められなかった舗装用 POC の

I7 と河川護岸 POC の R6 では図－２に示すように，施工

後の経過日数にともなった超音波伝播速度比の低下は

認められなかった。 

次に，再現 POC と供用された POC の空隙試験と強度

試験の結果を表－４に，強度比と施工後の経過年数の関

係を図－３に示す。I7 では超音波伝播速度比と同様に強

度低下は認められなかった。R6 では強度比が 86%とな

っているが，超音波伝播速度比に低下が認められなかっ

たことや再現 POC よりも空隙率が大きいことを考慮す

ると実際の強度低下はより軽微であると考えられる。施

工後 10 年経過した P7 では，再現 POC よりも全空隙率

が少ないにもかかわらず曲げ強度は小さく，強度比で

79%となっており，供用期間中の強度低下が認められた。

ただし，JIS A 5371 において透水性平板の曲げ強度は

3.0N/mm2 以上とされていることから，過酷な環境で 10

年程度供用された状態でも十分な曲げ強度を保持して

いたことが確認された。なお，供用された POC の超音波

伝播速度比や強度の経年変化には，湿潤条件に晒された

時のカルシウム分の溶脱や乾湿繰返しなど，凍結融解作

用以外の影響もあると考えられる。 

（２）浸透水量の変化 

施工現場で測定された浸透水量は図－４に示すよう

に経過日数にともなって低下していることが確認され

 
図－２ 供用期間における超音波伝播速度比の変化 

 
表－４ 空隙および強度試験結果 

供試体 

種類 

再現 POC(材齢 28 日) 供用された POC 

全空隙率

(%) 

強度 

(N/mm2) 

全空隙率 

(%) 

強度 

(N/mm2) 

I7 26.3 5.40* 26.1 5.66* 
R6 20.4 21.4** 21.6 18.3** 
P7 23.3 5.03* 19.1 3.95* 

*：曲げ強度，**：圧縮強度 
 

 
図－３ 強度比と供用年数の関係 

 

 
図－４ 供用期間における浸透水量の変化 
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図－１ 寒冷地で数年間供用されたポーラスコンクリートの劣化状態 
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た。約 300 日経過した時点での浸透水量は，日本道路協

会の舗装性能評価法にある基準量 300ml/15secを下回り，

約 500 日経過した時点では初期値に対して大きく低下し

ていた。これはインターロッキングブロックの施工時に

目地材として使用される砂や供用期間における砂ぼこ

りによる目詰まりが原因と考えられる。しかしながら，

2009 年 5 月(約 800 日経過)の調査において高速洗浄機を

用 い て 洗 い 流 し を 実 施 し た 結 果 ， 浸 透 水 量 を

1200ml/15sec と大幅に回復させており，管理方法の工夫

で透水性を維持できることが明らかになった。 

（３）すべり抵抗性の変化 

施工現場で測定されたすべり抵抗値(BPN)と施工後の

経過日数の関係を図－５に示す。施工から約 500 日経過

した 2008 年 6 月では調査対象付近のアスファルト路面，

コンクリート縁石も測定して参考値とした。POC は粗大

空隙のために表面が平坦ではなく試験装置のスライダ

ー部分との接触面積が小さいことから，一般的なコンク

リートやアスファルトと比べると BPN は小さいことが

確認された。また，調査対象とした POC では施工後の経

過日数にともなって BPN の減少傾向が認められるが，測

定した POC では浸透水量が低下していたことから排水

性が失われており，測定時に散水した水の影響が大きか

ったと考えられる。インターロッキングブロック舗装設

計施工要領の合格判定値は歩行者系道路では 40BPN 以

上とされており，2 冬経過した後も BPN は判定値を満た

していることが確認された。 

3.3 実環境での供用が耐凍害性に及ぼす影響 

（１）相対動弾性係数に及ぼす影響 

凍結融解試験における相対動弾性係数と凍結融解サ

イクル数の関係を図－６に示す。まず，試験液を蒸留水

とした CIF 法の結果を検討する。それぞれの再現 POC

では相対動弾性係数の低下は認められなかった。供用さ

れた POC では，施工後 10 年程度経過した P7 のみに相

対動弾性係数の緩やかな低下が確認された。次に，試験

液を塩化ナトリウム水溶液とした CDF 法の結果を検討

する。I7 の再現 POC では相対動弾性係数の低下が認め

られず，P7 の再現 POC では凍結融解 48 サイクルで相対

等弾性係数の低下が始まっている。供用された POC にお

いて，I7 は再現 POC と同様の挙動を示し，R6 と P7 で

は相対動弾性係数の急激な低下が認められた。R6 では凍

結融解 40 サイクル，P7 では凍結融解 12 サイクル程度で

供試体が崩壊している。このように，試験液が塩化ナト

リウム水溶液である場合や，施工後の供用年数が長いほ

ど凍結融解作用による相対動弾性係数の低下が大きく

なることが明らかになった。 

（２）スケーリング量に及ぼす影響 

凍結融解試験におけるスケーリング量と凍結融解サ

 
図－５ 供用期間におけるすべり抵抗値の変化 

 

 
図－６ 相対動弾性係数と凍結融解サイクル数の関係

 

図－７ スケーリング量と凍結融解サイクル数の関係
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イクル数の関係を図－７に示す。全体的な傾向として，

供用された POC では，再現 POC に比べてスケーリング

量が増加していることがわかる。I7 と R6 では相対動弾

性係数の挙動が再現 POC と同様であったにも関わらず，

スケーリング量は増加している。このことから，寒冷地

での供用期間中に POC のスケーリング抵抗性が低下し

ていることが明らかになった。 

また，R6 と I7 の CDF 法では，砕石が剥落するような

激しいスケーリングの発生とともに相対動弾性係数の

低下が認められた。一般的なコンクリートでは，内部劣

化の指標である相対動弾性係数と表面劣化の指標であ

るスケーリングは別の劣化形態とされている。しかしな

がら，POC の強度や耐久性はセメントペーストやモルタ

ル部に大きく依存しているため，スケーリングによるモ

ルタル部の損傷や減少が相対動弾性係数の低下に影響

したと考えられる。 

次に，再現 POC を基準とした試験終了時のスケーリン

グ量の増加比と施工後の経過年数の関係を図－８に示

す。なお，P7 の CDF 法の結果は凍結融解 56 サイクル前

に供試体が崩壊したために凍結融解 6 サイクルのスケー

リング量を用いた。これによると施工後の経過年数が長

いほどスケーリング量の増加比が大きくなり，試験液を

塩化ナトリウム水溶液とした CDF 法ではより明確にな

っていることがわかる。このため，施工後に耐凍害性を

維持するためには，設計時のスケーリング抵抗性を高め

ておくことが重要であると考えられる。 

（３）吸水量に及ぼす影響 

7 日間の前吸水行程を含めた試験日数と吸水量の関係

を図－９に示す。吸水挙動の特徴として，前吸水行程後

の凍結融解開始とともに吸水量が再び増加しているこ

とがわかる。一般的なコンクリートにおいて Setzer8)は，

凍結融解作用を受けたコンクリートがポンプの様に働

き，融解時に外部から吸水するポンプ効果を提案してい

る。粗大空隙を保有する POC においても凍結融解作用に

よる吸水(以下：凍結吸水)が認められた。また，スケー

リング量の大きい供試体では，凍結融解行程において吸

水量の減少が認められる。これは激しいスケーリングに

よって吸水可能なセメントペーストまたはモルタルが

失われたことに起因すると考えられる。 

次に，スケーリング量と凍結吸水量の関係を図－１０

に示す。ここでは供試体高さが異なる R6 と供試体が崩

壊した供用された POC の P7 は検討対象外とした。これ

によると CIF 法と CDF 法の両方で凍結吸水量が大きい

ほどスケーリング量が大きくなる傾向が認められ，POC

の凍結融解挙動における凍結吸水量はスケーリング抵

抗性に関連することが確認された。また，施工後 3 冬経

過した I7 では，再現 POC に比べて凍結吸水量とスケー

 

図－８ スケーリング増加率と供用年数の関係 

 

 
図－９ 吸水量と試験日数の関係 

 

 

図－１０ スケーリング量と凍結吸水量の関係 
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リング量が CIF 法で約 1.4 倍，CDF 法で約 2 倍に増加し

ていることが確認された。このように，寒冷地で供用さ

れた POC では，凍結融解作用にともなう吸水量が増加し，

スケーリング抵抗性が低下したと考えられる。 

（４）耐凍害性評価に関する今後の課題 

一般的なコンクリートにおいて，青野ら 9)は乾燥にと

もなうC-S-Hの変化によって空隙構造が変化して耐凍害

性を低下させることを，濱ら 10)は乾湿繰返し後のコンク

リートでは骨材界面と気泡をつなぐひび割れが発生し，

吸水率が上昇することで耐凍害性が低下することを指

摘している。また，POC は乾湿繰返しによって物性が低

下することも報告されている 11)。 

本研究では，これらの劣化機構についての詳細な検討

は行っていないが，寒冷地で供用された POC では耐凍害

性が低下していることが確認された。著者ら 12)は，POC

には相対動弾性係数や強度の低下と関連するスケーリ

ング量の基準値があることを報告しており，寒冷地で供

用された POC のスケーリング抵抗性の低下は POC の凍

害劣化に関して重大な問題となりうる。このため，POC

の耐凍害性を評価するためには，実環境における乾燥や

乾湿繰返しなどの影響を考慮した耐凍害性の検討も必

要であると考えられる。 

 

4. まとめ 

本研究では寒冷地で数年間供用された POC における

基本的性質および耐凍害性の変化について検討した。本

研究で得られた成果を以下にまとめる。 

(1) 厳しい凍害が予想される寒冷地において数年間供用

された POC の凍害劣化形態は，主にスケーリングに

よる損傷であることが確認された。 

(2) 寒冷地において数年間供用された POC では，超音波

伝播速度や強度に顕著な低下は認められず，すべり

抵抗性や浸透水量も確保できることが確認された。 

(3) 寒冷地で供用された POC は，再現 POC に比べて凍結

融解作用による吸水量が増加し，供用年数が長いほ

どスケーリング抵抗性が低下していることが明らか

になった。 

(4) POC の耐凍害性を評価するためには，供用期間中の

耐凍害性の低下を考慮した耐凍害性評価手法の検討

も必要である。 
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